
特殊―１

第第３３章章 特特 殊殊 重重 大大 災災 害害 対対 策策 計計 画画

第第１１節節 特特殊殊重重大大災災害害のの種種類類

本計画における特殊重大災害の種別・態様については、下表のとおりとする。

災 害 種 別 災 害 の 態 様 主 管 課

航空機災害
長崎空港地区を除く市域における航空機の墜

落事故
安全対策課

船舶災害 旅客船の衝突、沈没による死傷者多数の事故
河川公園課

環境保全課

列車･自動車等の災害
交通事故による死傷者多数の事故

列車の衝突、転覆による死傷者多数の事故

都市計画課

道路整備課

火災災害

人家密集地域又は旅館、デパート、学校等多数

の人が往来する建物における火災で死傷者多

数の事故

福祉総務課

商工振興課

教育委員会

爆発災害 ガス、火薬等の爆発による死傷者多数の事故
福祉総務課

環境保全課

雑踏事故
競技場等多数の人が利用する場所での死傷者

多数の事故

地域げんき課

教育委員会

その他の災害 社会的に反響が大きい事故 関 係 所 属

死傷者多数の事故と

は

死者がおおむね１０人以上の場合

死傷者がおおむね３０人以上の場合

重傷者がおおむね５０人以上の場合

負傷者がおおむね７０人以上の場合

備 考 安全対策課は全ての災害種別に関わる課として対応する。

第第２２節節 応応急急活活動動体体制制のの確確立立（（共共通通））

特殊重大災害が発生した場合又は特殊重大災害による被害が拡大するおそれがある場合は、

関係機関からの情報及び市民からの通報を集約し、災害の種類・規模に応じて災害警戒本部又

は災害対策本部を設置して、事態対応に必要な体制を確立する。

１１ 活活動動体体制制

「第１章 第１節 応急活動体制」に準じて設置する。

220



特殊―２

２２ 国国民民保保護護対対策策本本部部へへのの移移行行

市の地域において発生した特殊重大災害が、大規模テロ等によるものであると政府による

事態認定が行われ、内閣総理大臣から、総務大臣（総務省消防庁）及び県知事を通じて市国

民保護対策本部を設置すべき市として指定通知を受けた場合は、直ちに国民保護対策本部へ

体制を移行し、国民保護計画に基づく対応を実施する。

第第３３節節 情情報報収収集集・・伝伝達達（（共共通通））

被害の拡大を防止して、被災者及び周辺住民の安全確保のための迅速かつ的確な対応をとる

ためには、被災状況等の正確な情報を収集することが重要である。

このため、市民の通報や県及び防災関係機関からの情報を収集して、状況の把握に努めると

ともに、周辺市民を保護する観点での避難等に必要な情報を周知することに努める。

この際、必要に応じて、現地に職員を派遣して、状況を把握するとともに、市民への情報提

供を行う。

第第４４節節 応応急急対対策策活活動動のの実実施施（（共共通通））

１１ 救救急急・・救救助助、、救救護護活活動動

消防署、警察署、県及び関係機関と協力して、被災者の救急・救助、救護活動を実施する

とともに、必要に応じて、医療救護チームを現地に派遣する。

救急・救助活動については「第１章 第８節 救急・救助活動」に、救護活動については

「第１章 第１０節 応急医療救護」に準じて、それぞれ実施する。

２２ 避避難難対対策策

大規模事故が発生した場合又は大規模事故による被害が拡大するおそれがある場合には、

地域住民の生命・身体を保護するために避難指示等を発令し、避難所の開設、避難誘導等を

適切に行う。

要領については、「第１章 第９節 避難対策」に準じて実施する。

３３ そそのの他他のの応応急急対対策策活活動動

大規模事故が発生した場合の被害の拡大を防止するとともに、被災者の救助活動、地域住

民の避難対策等を実施する中、状況によりその他の応急対策活動等が必要と認められる場合

は、「第１章 風水害応急対策計画」及び「第２章 地震災害対策計画」に準じて実施する。

４４ 県県へへのの要要請請・・報報告告

県への要請

特殊重大災害が発生し、応急対策に自衛隊、医療機関系機関等の応援・派遣が必要な場

合は、県（防災企画課）に対して要請する。

＊ 様式については、「資料編 ⅩⅡ 県に対する報告・要請」の項による。
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県への報告

特殊重大災害発生時は、県に対して速報を行う。

＊ 様式については、「資料編 ⅩⅡ 県に対する報告・要請」の項による。

第５節 航空機災害応急対策

本市は、長崎空港を抱えていることから、空港を除く市域において航空機災害が発生した場

合には、空港事務所、自衛隊、県及び関係機関と連携して、航空機災害に関する情報を収集し、

これに基づき迅速かつ的確な対策を実施する。

１ 捜索活動

行方不明者の捜索に当たっては、警察、消防、自衛隊等と連携して消防団を主体に捜索

活動に当る。

市街地に航空機が墜落した場合は、周辺に飛散した航空燃料により大規模火災に発展す

る危険性があるとともに、住民にも要配慮者がいることが予想されることから、火災の延

焼防止、人命救助及び避難誘導に配慮して活動に当る。

２ 救急・救助・医療活動

救急・救助及び医療活動については、「第１章 第８節 救急・救助活動」及び「第１章

第１０節 応急医療救護」に準じて実施する。

３ 消火活動

消防団は、消防署長の統制のもと、消防隊と連携して消防活動に従事する。

山林火災等に発展した場合は、地上からの消火活動には限界があることから、県防災ヘ

リコプターや自衛隊のヘリコプター等を要請する。

消防活動の要領は、「第２章 第７節 消防活動」に準じて実施する。

４ 地域住民に対する避難対策

地域の住民に被害が及ぶと判断されるときは、防災無線、消防団車両、広報車により避難

指示・避難誘導等を行う。

要領については、「第１章 第９節 避難対策」に準じて実施する。

５ 交通規制

救急・救助及び消火活動等の支障を防止するため、迂回路の設定、規制の標識等の明示、

規制の周知、規制解除の連絡等に留意して、迅速適切に交通規制を実施する。

６ 遺体の収容及び埋・火葬

航空機災害により発生した遺体の処置は、「第１章 第１６節 遺体の捜索・収容及び埋・

火葬」に準じて実施する。
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第第６６節節 原原子子力力災災害害対対策策

原子力災害が発生した場合は、社会的影響が非常に大きいが、本市は、佐賀県東松浦郡玄海

町にある玄海原子力発電所から３０ｋｍ以上離れているため、原子力災害対策指針に基づく緊

急時防護措置を準備する区域（ＵＰＺ）外にあり、市として原子力災害対策を必要としない。

しかしながら、ＵＰＺ内に位置する松浦市の住民の避難先として指定している近隣自治体（波

佐見町、川棚町、東彼杵町）の避難者収容能力が超過するため、県からの緊急時モニタリング

への協力要請への対応等、原子力災害発生時の体制を整備する。

１１ 原原子子力力防防災災にに関関すするる知知識識のの普普及及とと啓啓発発

（１） 住民等に対し原子力防災に関する知識の普及と啓発のため、広報活動を実施する。

（２） 応急対策全般への対応力を高めることにより、原子力防災対策の円滑な実施を図るた

め防災業務関係者に対し、関係省庁、指定公共機関等の実施する研修を積極的に活用

する。

２２ 予予防防計計画画

（１） 通信手段、連絡体制の整備

緊急時に情報収集・伝達ができるよう、通信手段を整備するとともに、避難計画策定

市である松浦市との連絡体制を整備する。

（２） 地域防災体制の整備

松浦市の避難先として指定している関係町（東彼杵町・川棚町・波佐見町）と連携し、

広域的な応援体制の整備を図るとともに、必要に応じ相互応援体制の構築に努める。

（３） 避難収容活動体制の整備

避難施設は別表１に定めるとおりとし、松浦市が策定する避難計画の実効性が図られ

るよう努めるものとする。

３３ 応応急急対対策策計計画画

（１） 通報連絡、情報収集活動

原子力災害が発生した場合、市は県から連絡を受け、速やかに関係機関に必要な事項

を伝達するものとする。

（２） 避難施設の設置・開設

避難者の受入れについて県から要請を受けた場合は、別表１に定める施設を避難施設

として設置し提供する。その際、施設管理者の同意を得て、開設を行うこととする。

（３） 緊急時モニタリング実施の協力

必要に応じ、県が実施する緊急時モニタリング活動（環境資料の採取・運搬、空間放

射線のモニタリング等）に協力できるよう、体制を整備する。

（４） 市民への周知

避難施設を開設し避難者の受入れを行う場合は、その状況を市民に周知・広報し、不

安感の排除に努める。
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４ 復旧計画

（１） 放射性物質による汚染の除去等

市に関連する放射性物質に汚染された物質の除去及び除染作業が必要となった場合は、

県、国、関係市町、原子力事業者、その他防災関係機関と連携してその支援に努める。

（２） 風評被害の影響の軽減

原子力災害による風評被害等の影響を軽減するため、避難者受入れを行った施設等の

安全性について、広報及び周知を実施する。

（３） 心身の健康相談活動

住民に対し、放射線被ばくへの不安等に関する相談を含め、心身の健康に関する相談

活動を行う。

避難施設一覧（原子力）

別表１

地区 施設名 所在地 連絡先 収容人数

大村地区

体育文化センター 幸町

大村中学校 赤佐古町

県立大村高等学校 久原 丁目

西大村地区

西大村中学校 松並 丁目

桜が原中学校 桜馬場 丁目

県立大村工業高等学校 森園町

福重地区 郡中学校 沖田町

合計

施設面積に対し 人当たりの避難スペース２㎡として収容人数を算出

,

,

,
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